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転倒とテクノロジー
〜国際標準規格 ISO 31000 に基づいた
テクノロジー活用の整理〜

大島　賢典　

国立研究開発法人産業技術総合研究所

Ⅰ　はじめに 

　高齢者の転倒は，世界的な公衆衛生上の重大課題で
ある。世界保健機関（WHO）によると，毎年およそ 1
億 7,200 万人が転倒により短期または長期の障害を被っ
ており，世界全体で年間 3,800 万件を超える障害調整生
存年（Disability-Adjusted Life Years；DALYs）が転
倒に起因している 1）。この数字は年々増加傾向にあり，
特に 60 歳以上の高齢者においては，転倒に起因する
DALY の規模が交通事故や溺水を上回る深刻な状況と
なっている。例えば，米国では，2015 年時点で転倒に
よる医療費は約 500 億ドルに上ると推定されており，今
後の高齢化に伴い，転倒件数および関連する社会的・経
済的負担の増加が強く懸念される 2）－ 4）。
　転倒は長期的な生活機能の低下，自立性の喪失，さ
らには生活の質（Quality of Life；QOL）を著しく損な
うリスクを内包している 5）。このような状況に対応すべ
く，近年では転倒予防に資するテクノロジーの研究・実
装が加速している。
　しかしながら，テクノロジーによる転倒事故の実効的
な減少効果は依然として限定的であり 6），大きな効果と
して社会実装に至っている例は少ない。その一因とし
て，「どのような技術を」「いつ」「どこで」「誰が」「誰
のために」「何の目的で」「どのように」「どの程度の効
果をもって」用いるのか，といった活用の構造が体系的
に整理されていない点が挙げられる。転倒という複雑な

現象に対して，単一のテクノロジーに過剰な期待を寄せ
た結果，適切な目標設定がなされず，得られる成果が不
明瞭となっている事例も少なくない。
　このような背景を踏まえ，本稿では国際標準規格であ
る ISO 31000 リスクマネジメント–原則および指針 7）に
準拠し，転倒予防におけるテクノロジー活用の適切な枠
組みを再構築する。すなわち，「リスクの特定，リスク
分析，評価，対応・介入，モニタリング」といったプロ
セスに，どのようなテクノロジーがどの段階で有効に機
能し得るのかを，近年の国内外研究を踏まえて整理する
ことで，今後の転倒関連プロダクトの開発，研究活動，
そして現場導入に向けた実装支援に資する知見を提供す
ることを目的とする。

Ⅱ�　テクノロジーとは
　本稿における「テクノロジー（technology）」とは，
単なる装置や道具の導入にとどまらず，「知識の実用化
により得られる能力」や「科学的知識を，特定の分野に
おける実用目的に応用する方法論」そのものを指す概念
である 8）9）。すなわち，テクノロジーとは，人間の知識
や身体能力を拡張・補完し，あるいは人間の能力を代替
するための工学的・数学的アプローチに基づく技術体系
である。この観点に立てば，転倒予防におけるテクノロ
ジー活用とは，単なる機器導入ではなく，運用プロセス
思考に基づくマネジメント手法として捉えるべきであ
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る。
　このように，テクノロジーは，「適切な場面で，特定
の対象に，妥当な方法で導入し，成果を評価する」ため
の一連のマネジメントプロセスと不可分な存在である。
とりわけ，転倒のように多因子的かつ突発的に生じ得
る事故に対しては，国際標準である ISO 31000「リスク
マネジメント–原則および指針」に基づいて，テクノロ
ジーをどのリスク管理プロセスとして，どこに配置し，
どのような技術でどの程度の効果を得るかを体系的に整
理することが必要である。

Ⅲ�　�国際標準規格：ISO 31000（リスクマネジメント -
原則および指針）7）

　転倒予防を含む事故防止策においては，個別の技術導
入のみならず，標準化されたリスクマネジメントの枠組
みに基づいた体系的な運用が求められる。本稿では，国
際的に認められた指針である国際標準規格 ISO 31000 に
基づいて，転倒予防におけるテクノロジー活用のあり方
を整理する。なお，ISO 31000 について，原則やフレー
ムワーク含め具体的な内容については，本指針の全文を
ご確認いただきたい。
1．リスクの定義
　ISO 31000 において，リスクとは“目的に対する不確
かさの影響”と定義されており，さまざまな側面やカテ
ゴリを持つ目的に沿った，対応の効果や失敗として生ま
れ，期待されていることからの乖離による望ましくない
不確実性（正確には好ましい結果も含まれるため影響と
表現されている）のことをいう。一般にリスクは，“リ
スク源”“起こり得る事象”“それらの結果”“起こりや
すさ”で表される。
2．リスクマネジメントとは
　ISO 31000 が示すリスクマネジメントとは，「価値を
創造し，保護することを目的とした，組織的で継続的か
つ統合的なプロセス」である。その特徴は，多面的で多
層的かつ反復・動的なプロセス指向的な視点が重要であ
る。つまり，テクノロジーの導入は「点」ではなく，「プ
ロセス」の一部として設計・評価・更新される必要があ
る。これは，技術開発を行う企業の企画・実証段階か
ら，医療・福祉現場での業務運用までを視野に入れた設
計が必要であることを意味する。また，複数の転倒予防
ガイドラインでも，「リスクアセスメントの枠組みに基
づいた多面的・多職種連携による対応」の必要性が繰り
返し強調されている 3）10）。
　 1）リスクマネジメントプロセス
　ISO 31000 におけるリスクマネジメントプロセスは，

「マネジメントおよび意思決定と不可分であり，組織の
構造，業務，プロセスに統合されるべき」とされてお
り，逐次的ではなく反復的で動的なサイクルとして設計
されている。
　例えば，リスクの特定，リスクの分析，評価，対応，
モニタリングとレビュー，協議という循環型フローを
形成することである。そのため，導入時のみならず，
運用・評価・改善を視野に入れた継続的マネジメント
が不可欠であり，テクノロジーの「適材適所（fit for 
purpose）」を見極める力がすべてのステークホルダー
に求められる。
　 2�）�転倒リスクマネジメントにおけるテクノロジーの

整理
　転倒リスクに対するマネジメントの体系を，次ページ
の図に示すように時系列で分類すると，大きく以下の 3
段階に整理される。
　　①事故発生前（予防フェーズ）
　　②事故発生時（即時対応フェーズ）
　　③事故発生後（再発防止・重症化回避フェーズ）
　本稿では，上記 3段階に対してテクノロジーが担う役
割と導入戦略を整理する。

Ⅳ�　リスクマネジメントとテクノロジー
1．リスクの特定
　転倒予防において最も基本的なステップは，「誰が
高リスクなのか」「そのリスク因子は何か」を客観的
に特定することである。このリスクの特定と評価に基
づく予防的介入が，転倒の発生を未然に防ぐための根
幹となる 5）。従来，問診や簡易な運動機能検査（例：
Timed Up & Go テストや Short Physical Performance 
Battery）などによる横断的な転倒リスク評価が主流
だったが，近年は計算機資源やセンシング技術の小型
化・無線化等の進歩により，客観的かつ低コストで連続
的な評価が可能になりつつある。
　まず，既存のデータを用いた機械学習アルゴリズム
により転倒リスクを予測するモデルの構築である。近
年，医療機関の電子カルテデータ（Electronic Medical 
Record；EMR）やその他保険会社や介護カルテ等で保
存されている（Electronic Health Record；EHR）デー
タなど，既存の収集データを活用し，機械学習手法
による転倒予測を試みる研究も盛んに行われている。
Seaman らの報告では，2022 年までに 7,000 件以上の本
手法に関する研究報告が検索にヒットしており，今後も
増加することが予想されている 11）。その一方で，いま
だ有効な報告が少ないのが現状であり，在宅ケアや介護
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施設利用高齢者を対象に調査した際，わずか 4件しか有
効な研究が見つからず，その 4件の研究報告も普遍的な
手法として確立しているわけではないと報告している。
　なお，上記の機械学習モデルでは，年齢や性別，既往
歴，服薬，過去の転倒歴，身体的能力評価などの多様な
予測因子を用いているが，実際に構築されたモデルの妥
当性の検証が行われていたのは 1研究のみであり，転倒
予測のための機械学習モデルの活用はまだ萌芽的段階で
ある。
　加えて，近年では電子カルテ（EMR）データだけで
なく，個人の健康・医療・介護に関する情報を統合的に
記録した Personal Health Record；PHR の活用が注目
されている。PHR は，個々人が民間サービス等を通じ
て保持・蓄積する健康関連データであり，ウェアラブル
デバイスによる活動量や睡眠情報，日々のバイタルデー
タ，服薬履歴，主観的健康評価など多岐にわたる。こ
れらの情報が EMR や EHR と連携・統合されることで，
より個別性の高いリスク評価が可能になると期待されて
いる。
　このような多元的データを活用することで，個人の転
倒リスクをリアルタイムかつ動的に把握・更新できる予
測モデルの構築が現実味を帯びてきており，介入の「タ
イミング」や「対象者の選定」を最適化するリスクマネ
ジメントが可能となる。特に，高齢者の健康状態は加齢
や疾病，心理・感情状態 12）－ 14）によって日々変動するた
め，動的な転倒リスクモデルの設計こそが今後の予防介

入を最適化する鍵となる。
　上記のような既存のデータベースには，主に内的要因
データが蓄積・活用されているが，外的要因である環境
リスクデータが欠落していることが多い。つまり，「ど
のような場所で」「どのような状況下で」転倒の危険性
が高まるのか，といった生活空間の構造的・物理的リス
ク（段差や照明，不適切な敷物，家具の配置，扉の開閉，
屋外の不整地，傾斜道，障害物，風や雨などの天候によ
る影響）15）を把握するための定量的データは，多くが含
まれていない。これはリスク評価の精度を大きく制限し
ている要因の一つである。近年，このような外的要因の
可視化に対して，IoT センサーの応用や光や画像データ
を用いた三次元データ変換技術が応用されつつある。
　前者は，スマートホームのコンセプトとして提案され
ており，単純な家具・家電の使用記録データや，床下や
手すりなどに設置した圧力センサーを用いて高齢者の行
動パターンや屋内環境をモニタリングし，転倒リスクの
高い状況（夜間の頻繁なトイレ移動等）を検知して注意
喚起するシステムが研究されている 16）。さらに，医療
機関内での患者の移動をセンシングしたデータと EMR
を組み合わせることで高い転倒予測モデルを構築できた
という報告もある 17）。
　加えて，近年急速に発展しているのが，画像や光学
データを用いた三次元環境構造推定技術である。中でも
Gaussian Splatting と呼ばれる新しい技術は，二次元映
像から点群データを生成し，室内空間の立体的な距離や
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形状を客観的に把握することが可能である 18）。この技
術を活用することで，家具の配置，段差，通行幅といっ
た転倒リスク因子を住環境構造レベルで可視化・数値化
できる。これらは空間的転倒リスクマップの作成や，生
活動線に応じた個別の環境調整といった高度な介入設計
が可能となる。今後は，このような外的環境データと内
的健康データの統合的リスクマネジメントが，テクノロ
ジー活用の核心となると考えられる。
　次いで，各種センサーを用いた転倒リスクの定量的評
価が急速に進展している。近年報告された systematic 
review によれば，転倒リスク評価に利用されている主
なセンシング技術は以下の 4 種類に大別される 19）。こ
れらは，スクリーニング検査の代替手法としてだけでな
く，新たな客観的数値によるより詳細な転倒リスクの数
値化を目的として研究開発されている。
　 1）圧力センサー
　圧力感知マットや床面に組み込まれたセンサーが該当
する。最も臨床現場で汎用されている機器の一つであ
る。近年では，介護ベッドへの組み込みにより，離床検
知に加えて睡眠状態やバイタルのモニタリングとの連携
も進んでいる。ただし，使用対象者，使用環境，使用タ
イミングなどの運用設計が不明瞭なまま導入されている
例も多く，業務負荷の増大や非効率な運用が課題とされ
ている。したがって，データの意味づけや使用場面の明
確化が必要であり，リスク評価結果をオペレーション設
計に活かす循環的プロセスの構築が求められる。
　 2）レーザーセンサー
　対象者とセンサーとの距離変化を検知し，遮断検出や
三次元点群データによる動作解析を可能にする技術であ
る。これまでは主に転倒時のアラート用途で用いられて
いたが，近年では歩行中の脚の振り出し幅や重心軌跡を
評価する研究も進んでおり，バランス能力や動作パター
ンの可視化ツールとしての応用が模索されている。
　 3）慣性センサー
　腕や腰，または靴に装着し，歩行時の加速度や衝撃。
角速度を計測し，歩行の安定性低下や速度低下など転倒
リスクの高い歩行パターンを検出する手法として広く使
用されている。スマートフォンにも内蔵されており，最
も身近なデバイスであるといえる。近年では，センサ―
の小型化・無線化により，複数のデバイスを靴 20）や衣
服 21）に搭載させ，日常生活のリアルワールドデータと
して取得が可能になってきており，歩行時のバランスを
モニタリングし，将来の転倒を予測する試みがなされて
いる 22）。

　 4）深度センサー，RGBカメラ
　深度センサー付きカメラや，スマートフォンや通常の
デジタルカメラを用いて，動画データから歩行などの動
作パターンの特徴を抽出し，バランス能力を評価する手
法も近年注目されている。近年一般的になりつつある
のが，RGB データを用いた畳み込みニューラルネット
ワーク（Convolution Neural Network；CNN）という
機械学習手法を用いて人間の関節ランドマーク点を推定
する AI モデルである 23）24）。これらの技術は，映像によ
る説明性の高さという特徴をもち，医療・介護現場での
フィードバックや教育的活用にも有用であり，この技術
を用いた歩行分析には一定の妥当性がある 25）-27）。一方
で，プライバシー保護や映像データの取扱いに対する懸
念は根強く，現場実装には高い倫理的配慮が求められ
る。
　これらのセンサー技術を用いたアセスメントは主に内
的要因（主に運動機能）の可視化を目的に発展してきた。
しかし，転倒リスク識別の精度には，研究間で 47.9 ％
から 100 ％と大きな幅が報告されている 21）。これは，
センサーの種類，装着位置，解析手法の違いに加え，対
象者の属性，転倒の定義，アウトカム指標の違いなど研
究間の不均一性に起因すると考えられる。したがって，
現時点ではどのセンサーを用いれば将来の転倒を高精度
で予測できるかについての標準的手法は確立されておら
ず，実装にあたっては，対象者の特性，利用目的，使用
環境に応じたセンサー選定と評価指標の設定が不可欠で
ある。
　従来の評価手法は一時点での「間欠的なアセスメン
ト」に依存していたが，近年では日常生活環境下におけ
るデータを継続的に収集し，リアルワールドデータとし
て記録・解析するアプローチが注目されている。このよ
うな手法では，歩行・起立・姿勢保持といった日常的な
運動機能を連続的に観察することにより，被験者の状態
変化に基づいて転倒リスクを動的に更新することが可能
となる 28）29）。これは単なる運動機能の定量評価にとど
まらず，「通常とは異なる状態＝リスクシグナル」を捉
える指標としての役割を担う。加えて，同一システムに
より転倒そのものの検出が同時に記録可能であれば，リ
スクアセスメントと転倒検知を融合した循環的なリスク
管理モデルの構築が可能である。
　もっとも，これらの技術は依然として研究段階にあ
り，適切な評価指標の同定やデータ基盤の標準化，シス
テムの受容性・信頼性確保といった課題が残されている。
現在は，断続的評価による一時点での高精度な機能計測
が可能となっているものの，それらが転倒という複雑で
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多因子的なアウトカムに対してどれほど予測妥当性を有
するかについては限定的である。
　今後は，テキスト，画像，音声，動作など異なる形式
のデータを統合処理するマルチモーダル技術の導入，お
よびそれらをリアルワールドデータとしてリアルタイム
に蓄積・解析可能な基盤技術の確立が求められる。これ
により，多面的なリスク指標が構築され，臨床的に意味
のある予測モデルへの昇華が実現されるかどうかが，次
世代の転倒予防戦略における重要な論点となる。
2�．�リスクの分析：データに基づくリスク評価と意思決
定支援

　前節で述べた通り，各種テクノロジーを活用すること
で，さまざまな転倒リスク要因を数値化・構造化するこ
とが近い将来可能となりつつある。
　次のステップとしては，それらのリスクが実際の転倒
事故に対して，どの程度寄与しているのか，またどのよ
うな要因の組み合わせが事故発生につながりやすいのか
といった，リスクの定量的分析と優先度の評価が必要で
ある。事故やリスク発生の起こりやすさや確率，潜在的
影響の大きさ（被害の大きさ）を評価し，どのリスク
に優先的に対応すべきかを判断するプロセスが求められ
る。
　ISO 31000 ではリスクの優先度判断におけるフレーム
ワークが提示されており，リスクの大きさを「発生可能
性（頻度）」と「影響度（被害規模）」の 2軸で評価する
ことが推奨されている。転倒予防においては，「年に 1
回未満の軽微な転倒は容認できるが，骨折や頭部外傷な
ど重大な転倒は回避すべき」といった，対象者や現場に
よってその定義すべき範囲が変わってくる。その場合，

“組織として”，戦略的に意思決定していくためには，テ
クノロジーから得られた知見をオペレーションの文脈に
接続し，優先的な介入領域を判断する力が求められる。
　しかし，現実では，リスク評価に際して単に確率や影
響度だけでなく，介入の実効性，金銭的コスト，人的リ
ソース，対象者の受容性等，多様な評価軸が存在するた
め，意思決定が複雑化しやすい。
　このような状況を受け，近年では，AI 技術やデータ
解析を活用した意思決定支援システムの導入が試みられ
ている。例えば，入力された患者データアルゴリズムに
沿ったテーラーメード型の集団介入策の提案や，電子カ
ルテデータから算出されたリスクスコアと，介入オプ
ション（運動療法，環境改善，服薬調整など）のマトリ
クスを AI が学習し，過去の実績に照らして「このよう
なデータ特徴にある利用者には，この組み合わせの介入
が適している」と推奨するシステムが構想されている。

もっとも，実用化には十分なエビデンスと医療者の信頼
が必要である。
　その際，重要なのは，データ解析や AI から出力され
る提案が，エビデンスに基づいた優先度判断における部
分的役割を果たす程度の表現が望ましい。なぜなら，出
力情報は，基となるアルゴリズムや入力データに依存す
るため，分析結果を単に鵜呑みにするのではなく，暗黙
知を有する専門家や介護者の判断等の臨床知見と統合し
て総合的に評価することが求められるからである。この
ようなことから，高度なデータ解析により何らかの転倒
リスクが明らかになったとしても，それがどの程度信頼
できるか，あくまで現場組織が主体としてかつわかりや
すく対策を検討できる仕様になっているか，が求められ
る。複雑な機械学習モデルが「リスク高」と判定しても，
その根拠がブラックボックスでは効果的な対策を立てに
くい。このため，近年は説明可能な AI（XAI）の導入
が進み，SHapley Additive ex Planations；SHAP 値等
を用いたリスク因子の可視化や，生成系AI（Retrieval-
Augmented Generation；RAG）による解釈支援が模索
されている 30）31）。
　また，ダッシュボード機能などリスク分析結果を誰で
も理解できる形で可視化し，複数利用者のリスク状態を
俯瞰的に把握できるツールの開発も重要である。これに
より，現場スタッフは効率的かつ漏れのない判断を下
し，適切な介入の優先順位付けが可能となる。
　そのためには，データサイエンスと専門知識の融合，
現場の運用に即した実装設計，そして高齢者本人・介護
者の意向を含めた多層的な意思決定プロセスの構築が必
須である。
3�．転倒後の重症化予防対策（クライシスマネジメント）
　転倒リスクアセスメントから，介入方針の策定，業務
オペレーションへの統合が実現したとしても，現実には
予期せぬ事故というものは，完全には防げないことが多
い。そのため，万が一転倒が発生した際に，重大事故や
二次的被害を最小限にとどめるための備えと対応戦略
（クライシスマネジメント）が不可欠である。
　高齢者の転倒におけるクライシスマネジメントは，主
に後述する 1）事前の備え，2）早期発見・初動対応，3）
事故発生後の分析・モニタリング の 3 つの柱に分類さ
れる。本節では，これらの技術的対策や課題について概
説する。
　 1）事前の備えとテクノロジー
　転倒は，個々人の身体的・認知的状態（内的要因）と
環境・状況要因（外的要因）が複雑に交錯し，偶発的に
生じる現象である。そのため，転倒の発生を完全に防
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ぐのではなく，「発生を前提とした備え」によって重篤
な結果を回避する戦略が現場では必要不可欠である 32）。
例として，医療・介護現場等において，骨折しないため
に超低床ベッドでの就寝環境に設定することや床マット
を用いた骨折予防が一般的である。ここで重要なのは，
下肢の骨折リスクを予防するために集中しすぎて，事故
発生数の増加や頭部外傷など新たに死亡につながる傷害
リスクを増加させていないかを，あらかじめ具体的に想
定した上で方針を決定することが重要である。
　具体例としては，超低床ベッド対策はベッドからの転
落を予防するには効果的ではあるが，一定程度起立能力
のある対象者の場合，起立難易度を高めることでかえっ
て転倒発生回数を増加させる原因になることや，逆に勢
いがついて激しい転倒をしてしまう，起立の途中でバラ
ンスを崩した後，着座できずにベッド柵に頭部をぶつけ
るなどの事例が想定される。このように，保守的な対策
に反して，期待すべき効果が得られないだけでなく，逆
にリスクを高める対策となってしまう場合がある。
　その他，床マットの設置に関しても，歩行が不安定と
なる要因の一つになる可能性や，つなぎ目のほこりが気
になり掃除しようとするなどのリスクの高い行動を誘因
することにもなる。
　近年では，これらの課題に対応すべく，技術的改善が
進められている。例えば，特殊素材を用いた床マットの
中には，立位や歩行バランスに影響を与えず，かつ転倒
時の衝撃を効果的に吸収する性能を有する製品が開発さ
れている 33）34）。加えて，ハーネス装着のない持ち手付
きのロボットバーが利用者の後方について歩き，必要
に応じて身体を支える機器は，屋内の移動を安全にする
ことを目指している 35）。このようなロボティクスや素
材技術は，転倒発生時の被害軽減から事前の動作支援ま
で，広範な応用可能性を秘めている。
　 2）早期発見とテクノロジー
　転倒におけるクライシスマネジメントで最も重要なの
は，いち早く事故発生に気付くことである。初動対応の
遅れは，褥瘡や低体温症状，後遺症のリスク，別の対象
者への二次的被害の発生により事故被害の増大に寄与す
る。そのため，転倒検知デバイスは数多く研究開発され
ている 32）。なお，転倒を検知するためのセンサーデバ
イスとしては，設置型と装着型の 2種がある。
　設置型のセンシングデバイスでは，病室や住宅内にセ
ンサーを配置し，高齢者の行動や環境状況を常時モニ
タリングして転倒を未然に防ぐ試みである。こうした
スマートホーム技術の効果について，2024 年のメタア
ナリシスではランダム化比較試験 13 研究・計 1,941 名

のデータを解析し，スマートホーム技術（Smart home 
Technology；SHT）の導入群で転倒発生率が有意に
28 ％低減したことが報告された 36）。一方で SHT は，対
象者の転倒恐怖感には有意な影響を及ぼさず，転倒によ
る入院率への効果も不明瞭だった。この結果は，スマー
トホーム技術が高齢者の転倒発生を抑制し，自立生活の
安全性を高める可能性を示すと同時に，対象者本人の安
心感向上には直結していないことを示唆している。現場
からは「センサーアラームが頻繁すぎて結局オフにされ
た」例も報告されており 19），誤警報の低減やシステム
の洗練，導入ロジックや活用方法の明確化も今後の課題
である。
　さらに近年では，ウェアラブルセンサーによって，場
所を問わず転倒を検知するためのさまざまな研究がなさ
れている 32）。スマートフォンや Apple watch に搭載さ
れている Inertial Measurement Unit；IMU ウェアラブ
ルセンサーは主に，倒れた際に自動で検知し家族や救援
サービスに通報する仕組みとして開発されている。その
精度について，加速度計や角速度計を内蔵したウェアラ
ブル機器の転倒検知は平均感度 93 ％以上・特異度 86 ％
以上と高水準であったとの報告がある 37）。一方で健常
者が車いすを使用し転倒動作を模倣した転倒検出シミュ
レーションでは，合計転倒タスク 300 回中，14 回しか
Apple watch では検出されなかったことが報告されて
いる 38）。総じて立位・歩行からの転倒の場合は比較的
低コストで高い精度の転倒検知と救助要請を実現し得る
が，もともと地面に近い位置で動作を行う場合や，動作
緩慢な対象者が緩やかに転倒した場合に精度が下がる可
能性があるという課題がある。加えて，充電の手間や装
着の煩わしさから使用継続率が低下する懸念があり，今
後も使いやすさ（UX）の改良と長期的な実証実験が不
可欠である。
　 3）事故発生後の分析・モニタリングとテクノロジー
　いくら予防策を講じようとも，転倒事故は過失なく生
じてしまうものである。しかし，生じた転倒事故の情報
から学ぶことは多い。同様の事故が二度と起こらないた
めの検討は必須事項である。これはクライシスマネジメ
ントの中核でもあり，事故後の分析と継続的なモニタリ
ングを通じて，予防と介入の質を高めていく必要があ
る。
　クライシスマネジメントのもっとも一般的な例とし
て，インシデント報告書や事故報告書が挙げられる。し
かし，実情としては，このような報告書作成において必
ずしも転倒予防に貢献しているとは限らない。これらは
業務負担になりやすく，主観的・断片的な記述になり，
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バイアスの混入が免れない課題を抱え，効果的な再発予
防に直結しないケースも少なくない。近年では，このよ
うな事故報告書をテキストデータとして分析し，どのよ
うな傾向があるのか，適切な対応策や議論すべきポイン
トを生成する大規模言語モデルを用いた研究も考案され
てきている 39）40）。こうした技術はあくまで意思決定を
支援するツールの一つであり，最終的には現場のステー
クホルダーによる熟議と連携が必要である。
　さらに，リスクマネジメントやクライシスマネジメン
トで決定した方針による対策・介入において，さまざま
な客観的指標を用いて定期的にテクノロジーの導入効果
を評価する必要がある。
　モニタリングによる効果判定指標として，直接的にか
かわる転倒発生率の低減は，最も単純で重要なアウトカ
ムである。しかし，転倒は多因子的かつ偶発的な事象で
あり，単一指標のみでは介入効果を適切に評価しきれな
い。そのため，以下のような多面的・階層的なアウト
カム指標の事前設定が求められる。例えば，転倒負傷率

（Injurious falls）や転倒再発率（Recurrent falls），夜間
や早朝などの特定の時間のみの転倒事故発生率，危険動
作の回数等である。
　そこで，常時監視システムにより転倒リスクや転倒発
生をモニタリングし，必要に応じて介入内容を調整する
ことが理想とされる。現状，カメラ動画によって転倒事
故発生後の原因分析に関しては人が行うのが通常である
が，今後は Vision Language Model；VLM のような動
画像データからテキストデータに変換し，自動での転倒
事故報告書の下書きが生成されるシステムなどが開発さ
れていくことが考えられる 41）。
　また，テクノロジーを用いた予防策を実施していく中
で，介入受容率（プログラムを完遂した参加者割合）も
テクノロジー活用の効果を見る上で重要な指標になる。
ICT技術を活用したヘルスケアサービス（e-Health）に
おいて，試験参加へのモチベーションの高い層を対象と
し，2 年以上の介入で転倒率や転倒による受傷率は有意
に低下したものの，約半数の参加者しか継続利用できな
かった 42）。このようにモチベーションの高い対象者で
も技術の受容は長期的になると主観的な満足度は低くな
る可能性がある。
　その他，リスク要因のモニタリングはリスクマネジメ
ントプロセスの重要な一部である。高齢者の状況は時間
とともに変化し得るため，一度介入しても新たなリスク
が発生する可能性や，初期に比べ後期では介入効果が薄
れてくる可能性がある。ウェアラブルセンサーによる継
続的データ収集により，ヒヤリハット検知（転倒には至

らないつまずきやふらつきの検出）も目指されており，
それらのデータを蓄積することで将来の転倒を予測する
モデルにフィードバックすることも可能になる。そのた
めには今後，データの統合・集約と適切な可視化が重要
である。
　このように，複数の各種センサーからのデータを統合
するプラットフォーム上では，介入前後の転倒率や行動
指標の推移，ハイリスク者の割合などをダッシュボード
形式で表示することで対策の効果判定を一目で判断でき
るようになる。例えば，介護施設において，複数入居者
の転倒や起立回数などをリアルタイムに一覧できるモニ
ターをナースステーションに設置し，その日のリスクが
高い入居者を色分け表示する，といった実装例もある。
このようなシステムにより，スタッフは日々の重点見守
り対象を把握しやすくなり，転倒リスク管理がチームで
共有されやすくなる効果が期待できる。これらの実現の
ためには，医療・介護従事者の暗黙知や業務オペレー
ションのタスク構造に合わせた現場目線での開発・設計
が求められる。したがって，医療・介護施設と開発企業
をはじめとする産官学連携が強く求められる。
4�．テクノロジーの課題と限界
　転倒予防におけるテクノロジーの可能性は広く認識さ
れているが，実装に向けた課題も多く，特に以下の 3点
が限界として指摘されている。
　 1）科学的エビデンス不足
　新しいデジタル技術の多くは有望であるものの，無作
為化試験や長期追跡研究が十分ではなく，その真の効果
や不適応の発生などは未知数な部分が多い。特に認知症
や要介護高齢者といった属性の高齢者に対する有効性は
実証が乏しく，かつ技術が届きにくく，効果を得るまで
の「最後の一里」をどうするかは今後の課題となってい
る。
　 2）ユーザー視点の不足
　技術開発にはしばしば，開発者の視点や先進的機能の
追求に偏重し，高齢者本人や介護者のニーズとの乖離が
生じる傾向にある。こうした乖離は，ビジネスモデルに
依存しやすい。例えば，医療機関であれば術後せん妄や
認知症由来の行動障害によるリスクの高い行動を起こ
す可能性が高いため，見守りというより監視的なプロダ
クトが求められる場合がある。一方，介護施設では日常
生活の場であるため，施設側の情報把握のために常時見
守りとなるシステムの導入にはやや拒絶感がある。した
がって，医療・介護機器開発において，対象者や介護者
を巻き込んだ共創（Co-design）の姿勢が欠かせない。
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　 3）技術導入による倫理的・法的問題の懸念
　モニタリング技術の導入においては，プライバシー，
データ管理等，強く配慮しなければならない課題であ
る。その上でデータの正確性とノイズを考慮しなければ
ならない。また，誤検知・誤報知が多いと利用者がシス
テムを無効化してしまう恐れがあるため，機械学習等で
精度を高めつつ，多少の誤報は許容する運用設計が必要
である。事例として，認知症高齢者を対象とした技術研
究では，ケアスタッフが「機器が侵襲的だ」と感じたス
タッフが機器の電源を落としてしまう事例も報告されて
おり 6），ユーザー側の理解と受容なくして技術導入は成
功しないことが示唆されている。
　実際にカメラ型見守りデバイスの中では，個人を特定
する動画そのものではなく，スティックピクチャーでの
保存，転倒前後のみ保存などさまざまな対応がなされて
いる。加えて運用面でも収集データのプライバシー保護
とセキュリティも重要であり，そのデータを誰が閲覧で
きるか，どれくらいの期間保存するか，匿名化はどうす
るかなど，運用対策が不可欠である。
　これら 3つの課題に加え，テクノロジーの活用による
失敗例も多くあるのが現状である。さまざまなデジタル
介入の概念実証や開発中止等の失敗例から共通して考え
られることとして，技術への過度な期待への限界があ
る。例えば，技術の誤使用（例：見守りシステムを誤解
してオフにしてしまう）や不十分なトレーニングによる
逆効果（例：機器への過信からかえって不注意になる）
といった事例もある。
　さらに，転倒事故は多要因が複雑に相互作用する現象
であり，高い予測精度のために多量の入力データが求め
られる。その結果として入力業務の負担が転倒リスクに
つながる懸念や，各システムから出力される情報量・複
雑性の増大による，ステークホルダーの意思決定に混乱
を来すリスクも指摘されている 44）。
　したがって，繰り返しになるが，リスクマネジメント
は人間のケアに対する補完的な立ち位置として，テクノ
ロジーを活用するということが重要であり，一方に頼り
すぎないバランス感が成功のカギとなる。

Ⅴ�　終わりに
　本稿では，高齢者の転倒予防におけるテクノロジーの
活用を，ISO 31000 に基づくリスクマネジメント各段階
に沿って概観した。
　センシング，機械学習，ロボティクス，材質領域にお
ける技術の進展は，転倒リスクの客観的な把握と予測，
適切な組織の意思決定，そして介入の最適化に対して新

たな可能性をもたらしている。特に，転倒検知技術は転
倒発生率の低減や高精度なリスク検知に一定の成果を示
しており，今後の技術進歩によって，現場の対応や判断
が大きく変化することが予想される。他方で，どんなに
技術が発展しても，高齢者が安全に生活できる社会環境
や人とのふれあいを補完できるものではない。技術は転
倒予防の万能薬ではなく，組織戦略における手段の一つ
であるという認識が重要である。そして，さまざまな社
会実装事例を増進させ，エビデンスの集積とガイドライ
ン改訂も積極的に進めていくことが必要である。そのた
めにも，テクノロジーの現場検証では，医療・介護従事
者の知識や業務タスク構造との整合性が重要である。こ
れには，ナラティブな暗黙知の可視化・共有，導入効果
の可視化ツールの整備，医療・介護現場との協働設計が
不可欠であり，産官学民による連携体制の構築が強く望
まれる。
　テクノロジーには限界もあるが，それを人間中心の視
点と科学的根拠に基づいて適切に補完・活用していくこ
とで，超高齢社会における転倒予防の実践が一層深化す
ることが期待される。
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